視覚障害者に対する福祉分野の就労支援に関する再考 : 国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局函館視力障害センターの訪問調査を通して by 富田 文子 et al.



































































立教大学コミュニティ福祉学部紀要第 20 号（2018） 125
できた。だが、企業での雇用・就労において、就労後の業務困難性の理解や職場環境等の改善
ニーズに関することを、就労支援機関による支援がなく、相談支援事業所だけで担うことは困難
であり、企業からのニーズを前に、利用者や支援者が優位に改善を担うことは容易ではないこと
が推察される。
Ⅳ．視覚障害者に特化した就労支援機関の存続意義
函館視力障害センターでは、視覚障害に対応した専門的支援が展開されているものの、それら
を享受できる利用者数が減少している点は、非常に恨事であった。
視覚障害者に対する就労支援では、移動、生活訓練、点字習得、ICTの活用を含めて、包括的
な支援が求められる。また、三療師のさらなる雇用促進を目指すために、企業への直接的な職域
開拓が望まれる。加えて、障害者就業・生活支援センターや就労移行支援等における視覚障害登
録者に対する支援技法の提供をより積極的に行うことで、地域の就労支援機関の支援力向上に寄
与することも可能であると考える。そして、すでに函館視力障害センターでも取り組まれている
が、視覚障害者の支援を担う職場の同僚、地域住民、福祉サービス事業者等に対して、視覚障害
の特性に関する理解啓発活動が今後一層求められるだろう。
他の障害と同様、視覚障害も就労にあたっては、身近な居住地域での支援の必要性は高いが、
専門的かつ包括的な支援方法やノウハウを地域の就労支援機関が有していることは極めて稀であ
り、また、職場の同僚や地域住民が視覚障害の特性に関する具体的な支援方法を知る機会は少な
く、就労希望者のニーズに的確に応じられているとは言い難い。
今後は、こうした現状を踏まえて改善を行うことで、視力障害センターの支援機能の維持・向
上を図り、視覚障害者のさらなる雇用・就労を促進していくことが必要である。そのためには、
他の視力障害センターの調査を継続実施し、より考察を深めていきたい。
①就労移行支援（養成施設）［理療教育］（専門課程
修業年限３年） 定員20名
②自立訓練（機能訓練） 定員10名
主な事業内容
・自立訓練では、オーダー型の支援も行っている。
高年齢者等中途失明者といった汎用的な訓練で
は成果を望みにくい人が対象となる。通所では
なく、自宅訪問型訓練も可能な場合がある。
・遠方在住のため通所が困難な場合には、施設入所
支援も行っている。
サービスの特徴
利用者：13名（視覚障害者）
（就労移行支援：10名／自立訓練：３名）
・７〜８名は北海道出身。他は近隣県在住者。
・中途障害が多く、卒業生の進学・就労モデル等を
イメージして目的を持って利用する場合が多い。
・自立訓練を利用して、復職する場合もある。
現在の利用状況
・一人ひとりに合わせた様々な制度や福祉用具の
案内等のサービス提供を実施できる。
・就労支援における主な連携先は、利用者の帰所と
なる地域の福祉事務所、相談支援事業所、障害
者就業・生活支援センターである。
・他のサービス利用をコーディネートできる相談支援
事業所が、就労を含めた支援の中核となりやすい。
訪問調査における特徴的な発言
治療院　病院　施設　企業　　等
訓練後の主な就労先
図１　国立障害者リハビリテーションセンター自立支援局 函館視力障害センター訪問調査の結果（概要）
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